
１． 継続事業の前提に関する注記

該当なし

２． 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　①満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）
　　　　②満期保有目的の債券以外の有価証券：市場価格等に基づく時価法　
（2） 固定資産の減価償却の方法
　　　　①有形固定資産（建物、構築物、車両運搬具、器具及び備品）

　定額法
　残存価額

平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産については残存価額を取得価額の１０％、ただし、耐用年数到来時に
おいても使用し続けている有形固定資産については、さらに備忘価額（１円）まで償却を行っている。
平成１９年４月１日以降に取得した有形固定資産については残存価額を零とし、償却累計額が当該資産の取得価額から
備忘価額（１円）を控除した金額に達するまで償却を行っている。

　　　　②無形固定資産
　定額法
　残存価額

残存価額を零とし、取得価額全額を償却対象としている。
　　　　③リース資産
　　　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（3） 引当金の計上基準
　　　 　①退職給付引当金

　熊本県民間社会福祉事業従事者退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付額のうち、法人の負担額に相当する金額の
　累計額を計上している。

（4）消費税等の会計処理
消費税等については税込方式を採用している。

３． 重要な会計方針の変更

該当なし

４． 法人で採用する退職給付制度

退職金制度は、社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び熊本県民間社会福祉事業従事者退職共済制度に加入しております。  
尚、平成18年4月1日以降の入職者については、熊本県民間社会福祉事業従事者退職共済制度及び中小企業退職共済制度に
加入している。

５． 法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
〔法人全体〕 　・資金収支計算書（第1号の1様式） 　・事業活動計算書（第2号の1様式） 　・貸借対照表（第3号の1様式） 
〔拠点区分〕 　・拠点区分資金収支計算書（第1号の4様式） 　・拠点区分事業活動計算書（第2号の4様式） 　・拠点区分貸借対照表（第3号の4様式） 

当法人において設定する事業区分、拠点区分及びサービス区分は以下のとおりとする。
（1）社会福祉事業区分

鐘ヶ丘拠点区分 
①本部　　　②特別養護老人ホーム 鐘ヶ丘ホーム　　　③短期入所生活介護 鐘ヶ丘ホーム　　　④鐘ヶ丘訪問介護センター
⑤鐘ヶ丘居宅介護支援事業所　　　⑥鐘ヶ丘在宅介護支援センター　　　⑦通所介護事業所　泰星苑
⑧地域密着型特養　鐘ヶ丘ホームいちふさ　　　⑨小規模多機能ホーム 月明館  

６． 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円）

７． 会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

0 22,144,681 407,517,250建物 429,661,931
合計 429,661,931 0 22,144,681 407,517,250

財務諸表に対する注記　（社会福祉法人 共成舎）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

平成31年3月31日



８． 担保に供している資産

担保に供している資産は以下のとおりである。
該当なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
該当なし

９． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円）

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円）

１１．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

該当なし

１３．重要な偶発債務

該当なし

１４．重要な後発事象

該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の
状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物（基本財産） 915,725,540 508,208,290 407,517,250
建物 1,402,000 1,363,665 38,335
構築物 15,489,500 6,448,245 9,041,255
機械及び装置 2,273,086 1,971,972 301,114
車両運搬具 10,530,000 10,529,997 3
器具及び備品 58,556,157 55,627,237 2,928,920
権利 556,500 556,500 0

合計 1,004,532,783 584,705,906 419,826,877

合計 62,625,432 0 62,625,432

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 62,625,432 0 62,625,432


